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指定管理者評価シート

事業名 産業振興センター管理運営費 所管課（電話番号） 経済観光局産業振興部経済企画課(211-2352)

Ⅰ　基本情報

１　施設の概要

名称 札幌市産業振興センター 所在地 白石区東札幌５条１丁目

開設時期 平成14年4月 延床面積 7,634.32㎡

目的
中小企業者及び小規模企業者への支援、新たな企業及び価値の創出、企業活動を支える人材の育成、企
業が生み出す付加価値の向上に資する連携の促進等を通じ、市内事業者の社会経済環境への適応及び市
内産業の活性化を図る。

事業概要

① 中小企業者及び小規模企業者への支援に関すること。
② 新たな企業及び価値の創出に関すること。
③ 企業活動を支える人材の育成に関すること。
④ 企業が生み出す付加価値の向上に資する連携の促進に関すること。
⑤ 産業に係る情報の収集及び提供に関すること。
⑥ 企業の経営等の相談に関すること。
⑦ センターの施設を使用に供すること。
⑧ その他センターの設置目的を達成するために必要な事業

主要施設
産業振興棟（セミナールーム(4)、防音ルーム(2)、会議室、産業情報スクエア、面談室、入居スペース
(29)、ハブ拠点）、技能訓練棟（セミナールーム(9)、会議室、理美容実習室、体育実習室）、駐車場

２　指定管理者

名称 (一財）さっぽろ産業振興財団（以下「財団」という。）

指定期間 令和5年４月１日～令和10年３月31日

募集方法
非公募

指定単位

施設数：１施設

複数施設を一括指定の場合、その理由：

業務の範囲 施設維持管理業務、施設の貸館業務（利用料金制度）、入居スペース運営業務、ハブ拠点運営業務、各
種セミナー開催等

３　評価単位
施設数：１施設

複数施設を一括評価の場合、その理由：
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Ⅱ　令和7年度管理業務等の検証

項　目 実施状況 指定管理者
の自己評価

所管局の評価

1　業務の要求水準達成度

（１）統括
管理業務

▽　管理運営に係る基本方針の策定 　効率的な施設管理
を行いながら、当財
団の持つ支援メ
ニューを複合的に活
用し、振興センター
を「企業の付加価値
向上」を実現する拠
点として、施設の管
理運営を行うことが
できた。

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

以下の基本方針を策定し、施設の管理運営を行った。

① 市内企業の高付加価値化に向けて企業支援機能を
強化し、地域経済の発展に貢献する。
② 振興センターを拠点に、市内中小企業の付加価値
向上に資する連携を促進し、企業の成長につなげ、
「第2次札幌市まちづくり戦略ビジョン」「第2次札幌
市産業振興ビジョン」を達成する。

　施設管理を通して、
札幌市産業振興セン
ターの設置目的であ
り、「札幌市まちづく
り戦略ビジョン」「札
幌市産業振興ビジョ
ン」にも掲げる「企業
の付加価値向上」に向
け、市と緊密な連携の
もと目的達成を意識し
た戦略的な施設運営が
継続して行われた。
　また、アンケート等
で寄せられた利用者か
らの要望に迅速かつ誠
実に対応するととも
に、内部研修や実践的
なOJTによる持続的な
運営体制の維持・強化
に向けた取組に加え、
入居者とのランチミー
ティングやSNSを活用
した双方向的な情報発
信により満足度の高い
施設となるような工夫
が施されており、総合
満足度については高い
水準を保っている。
　また、環境への配慮
や経費削減に務めるほ
か、適切な業務委託や
資金管理、防災訓練な
ど、あらゆるリスクを
想定した安全で透明性
のある運営管理を行う
ことができている。

▽　平等利用に係る方針等の策定と取組実績 　アンケートの結果
や、日々の窓口での
応対を参考に、利用
者満足度の高い（総
合満足度：1回目
86%、2回目88％の満
足）施設運営を行っ
た。
　優先予約制度によ
り条例の設置目的に
沿った施設利用を図
ることができた。

▼法令を順守し、平等利用の実現を徹底した。また、
利用者へのサービスを高めるため、マニュアルの整
備、職員への常日頃のOJT研修、年2回のアンケート調
査を行い利用者のニーズを把握して対応した。
▼札幌市の出資団体としての公益性に配慮し、複数の
応募がある貸出施設について厳正なるルールのもと予
約抽選会を開催するなど、平等かつ公正中立な管理運
営に努めた。
▼産業の活性化につながる企業や市民の利用について
は、一般の利用よりも先に予約を受け付けるなど、条
例の設置目的に沿った平等利用の確保を図った。

▽　地球温暖化対策及び環境配慮の推進 　夏、冬ともに、市
が積極的に取り組む
節電・省エネ推進に
対応した事業を実施
するとともに、経費
節減にも努めた。

▼館内のデマンド監視機器を使って、刻々と変化する
電気やガスの使用量を常時監視するとともに、日々の
使用量をデータに記録し見える化を図るなどエネル
ギーの適切な管理を行った。
▼電気、水道、ガス等の使用に当たっては、部分的な
消灯の励行のほか、トイレの蛇口の水量制限及び感知
センサーによる自動点灯、全女子トイレに音消し用の
擬音装置を設置することによる節水、体育実習室照明
等のLED化の推進、街路灯の自動点灯スケジュールな
ど節約に努めた。

▽　管理運営組織の確立（責任者の配置、組織整備、従事
者の確保・配置、人材育成）

　統括管理責任者の
指示のもと職務代理
者、施設のハード面
の維持管理を行う施
設管理責任者など
と、お互いに連携し
ながら効果的な施設
運営を行うことがで
きた。
　OJTによる業務改
善、内部研修等で職
員の育成を継続的に
行ってきたことで、
高い利用者満足度に
つなげることができ
た。

▼、統括責任者は、振興センター全体に関する管理運
営業務を統括することから、施設管理及び産業振興施
策などについて幅広い知識と経験を持ち、また、札幌
市及び当該施設入居者、関係団体等との連絡調整がで
きる能力が必要であるため、財団の部長職を配置し
た。 
▼OJTにより職員一人ひとりの状況に応じたきめ細や
かな指導を実施し、日々の業務改善に結びつけたほ
か、財団内部研修を実施するとともに、自己申告・人
事評価制度の導入により職員を適材適所に配置し、職
員の可能性を最大限に引き出し、市民サービスの向上
に努めた。
▼事務分掌、指揮命令系統（組織図）、緊急連絡網
（兼 非常配備連絡図）等を定めた。
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▽　管理水準の維持向上に向けた取組 　ミーティングﾞ等
を適宜行い情報共有
するとともに、定例
会議等で他施設の対
応等について情報を
入手し、改善点を抽
出し業務に当たるな
ど、適切に管理運営
をすることができ
た。

　施設管理を通して、
札幌市産業振興セン
ターの設置目的であ
り、「札幌市まちづく
り戦略ビジョン」「札
幌市産業振興ビジョ
ン」にも掲げる「企業
の付加価値向上」に向
け、市と緊密な連携の
もと目的達成を意識し
た戦略的な施設運営が
継続して行われた。
　また、アンケート等
で寄せられた利用者か
らの要望に迅速かつ誠
実に対応するととも
に、内部研修や実践的
なOJTによる持続的な
運営体制の維持・強化
に向けた取組に加え、
入居者とのランチミー
ティングやSNSを活用
した双方向的な情報発
信により満足度の高い
施設となるような工夫
が施されており、総合
満足度については高い
水準を保っている。
　また、環境への配慮
や経費削減に務めるほ
か、適切な業務委託や
資金管理、防災訓練な
ど、あらゆるリスクを
想定した安全で透明性
のある運営管理を行う
ことができている。

▼管理水準の維持向上に向けては、利用者のニーズを
的確に把握するため年２回のアンケートを行い、その
結果をフィードバックしサービスの向上を図った。
▼施設管理は、財団が、エレクトロニクスセンター
（39年間）、産業振興センター（のべ約19年間）等の
施設を長年管理運営してきた実績を活かして適切に業
務を行った。

▽　第三者に対する委託業務等の管理（業務の適正確保、
受託者への適切監督、履行確認）

▼第三者に対する委託業務については、業者選定を適
切に行い、履行確認、監督の結果、適正に業務が行わ
れた。
　・清掃
　・設備総合管理
　・窓口案内
　・缶、瓶、ペットボトル収集運搬
　・一般廃棄物収集運搬
　・古紙等収集運搬
　・監視カメラ保守管理
　・複合機保守管理
　・ネットワーク保守
　・除排雪
　・緑地管理
　・施設予約管理システムサービス提供
　・ハブ拠点入退室等システム運用サポート
　・ホームページ保守・運用

　施設の警備、設
備、夜間業務につい
ては、委託業者も指
定管理者と同じ執務
室内にて常に緊密な
連携のもと緊急時に
も迅速に対応するな
ど適切に業務を行っ
た。

▽　札幌市及び関係機関との連絡調整（運営協議会等の開
催）

　札幌市との運営協
議会は年４回開催し
た。管理運営に関す
る問題点について協
議を行い、改善策や
施設の活用方法等に
ついて意見交換を
行った。
　入居者との連絡調
整について、勉強会
・ランチミーティン
グ・交流イベントな
ど入居企業が一同に
会する機会を設けた
ほか、SNS等を利用
した双方向的な情報
発信により連絡調整
を行い、施設の維持
管理水準やサービス
の向上に取り組むと
ともに、防災訓練等
に向けた協力体制を
構築した。
　近隣施設の札幌コ
ンベンションセン
ター、ラソラ札幌及
び北海道職業能力開
発協会とは、毎月1
回、定例会議を行
い、施設利用に係る
課題や対策について
協議を行い情報共有
に努めた。

開催回 協議・報告内容

第１回
(６月20日)

・稼働状況および事業計画書（管理事業
・自主事業）の進捗状況について
・Sapporo Business VILLAGE近況報告、
Sapporo Business HUB 利用状況
・カスハラ対策について
・その他、HUBの運用方法変更に関する
意見交換等

第２回
(10月20日)

・稼働状況および事業計画書（管理事業
・自主事業）の進捗状況について
・Sapporo Business VILLAGE近況報告、
Sapporo Business HUB 利用状況
・中小企業向けセミナー受講率向上に関
する意見交換等

第３回
(１月19日)

・稼働状況および事業計画書（管理事業
・自主事業）の進捗状況について
・Sapporo Business VILLAGE近況報告、
Sapporo Business HUB 利用状況
・利用料金変更後の稼働状況および利用
料収入見込みの報告
・その他、実習室の活用について意見交
換等
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第４回
(3月25日)

・稼働状況および事業計画書（管理事業
・自主事業）の進捗状況について
・Sapporo Business VILLAGEおよび
Sapporo Business HUBの令和7年度総括
・「コンテンツ地方創成拠点」への選定
について報告
・その他、施設の将来像に関する意見交
換等

　札幌市との運営協
議会は年４回開催し
た。管理運営に関す
る問題点について協
議を行い、改善策や
施設の活用方法等に
ついて意見交換を
行った。
　入居者との連絡調
整について、勉強会
・ランチミーティン
グ・交流イベントな
ど入居企業が一同に
会する機会を設けた
ほか、SNS等を利用
した双方向的な情報
発信により連絡調整
を行い、施設の維持
管理水準やサービス
の向上に取り組むと
ともに、防災訓練等
に向けた協力体制を
構築した。
　近隣施設の札幌コ
ンベンションセン
ター、ラソラ札幌及
び北海道職業能力開
発協会とは、毎月1
回、定例会議を行
い、施設利用に係る
課題や対策について
協議を行い情報共有
に努めた。

　施設管理を通して、
札幌市産業振興セン
ターの設置目的であ
り、「札幌市まちづく
り戦略ビジョン」「札
幌市産業振興ビジョ
ン」にも掲げる「企業
の付加価値向上」に向
け、市と緊密な連携の
もと目的達成を意識し
た戦略的な施設運営が
継続して行われた。
　また、アンケート等
で寄せられた利用者か
らの要望に迅速かつ誠
実に対応するととも
に、内部研修や実践的
なOJTによる持続的な
運営体制の維持・強化
に向けた取組に加え、
入居者とのランチミー
ティングやSNSを活用
した双方向的な情報発
信により満足度の高い
施設となるような工夫
が施されており、総合
満足度については高い
水準を保っている。
　また、環境への配慮
や経費削減に務めるほ
か、適切な業務委託や
資金管理、防災訓練な
ど、あらゆるリスクを
想定した安全で透明性
のある運営管理を行う
ことができている。

＜協議会メンバー＞

■札幌市
経済企画課長、庶務係長、庶務係担当者
商業・経営支援課長、金融・経営支援担当係長、 金融・経
営支援担当係担当者
イノベーション推進課長、スタートアップ推進担当課長、ス
タートアップ推進担当係長
■産業振興センター　
総務企画部長、プロジェクト推進部長、総務企画課長、事業
推進課長、クリエイティブ産業振興課長、プロジェクト推進
課長
■外部委員
中小企業庁 北海道よろず支援拠点 チーフコーディネーター

　加えて、北海道立
職業能力開発支援セ
ンターの指定管理者
である北海道職業能
力開発協会とは、指
定管理者連絡会議を
行っており、令和７
年度は年2回会議を
開催した。

▽　財務（資金管理、現金の適正管理） 　現金の管理に際し
ては複数の職員の目
を通すなど、管理体
制を徹底すること
で、重大な事故を起
こすことなく、適正
な管理を行うことが
できた。

▼利用料金、金券、つり銭、その他自主事業等の現金
の管理については、財団の財務会計規程や現金等取扱
要綱等に基づき、収支に関する記録を行い、適切に資
金管理をした。
　また、団体運営の透明性を高めるため、公認会計士
事務所と契約締結し、年に数回、現金や金券類の在庫
確認、財務諸表及び収支計算書の監査を受けている。

▽　要望・苦情対応 　大きな苦情はな
かったが、利用者か
らの要望やアンケー
ト結果に記載されて
いた要望について
は、できる限り速や
かに対応した。

▼苦情が発生した場合、苦情は利用者からの貴重な提
言と受け止め誠意を持って対応した。

▽　記録・モニタリング・報告・評価（記録、セルフモニ
タリングの実施、事業報告、札幌市の検査等への対応、自
己評価の実施）

▼センターの利用者に対し、年２回の利用者アンケー
ト調査を実施し、その結果は、館内の見やすい場所に
掲示した。
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（２）労働
関係法令遵
守、雇用環
境維持向上

▽　労働関係法令遵守、雇用環境維持向上(事故の有無な
どの安全衛生面を含む)

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

労働関係規程を整備
し、コンプライアンス
の徹底を図るととも
に、札幌市に準じた就
業規程を整備するなど
ワークライフバランス
の推進に質する休暇制
度等を積極的に取り入
れている。
　また、財団の各拠点
のどの端末からでも、
各職員が業務用データ
にアクセスできるネッ
トワークを構築し、効
率的な業務遂行を可能
とする環境整備を行う
など、職員の働きやす
い環境作りに努め、継
続して労働及び雇用環
境の向上に取り組んで
いる。

▼札幌市が定める労働関係規程に準じて、就業規程、
給与規程、退職手当支給規程、再雇用に関する規程等
を整備するとともに、公益通報者保護規程を整備する
ことで、団体の自浄作用を高め、コンプライアンス
(法令遵守)経営による社会的な信頼を確保している。
　また、休暇等の諸制度に関しては、札幌市に準じた
取組を実施しており、職員の働きやすい環境整備を進
めている。特に子どもを生み育てやすい環境づくりの
実現のため、育児休業等の取扱いに関する要綱を制定
し、短時間勤務や育児休業取得を可能にするなど、
ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでおり、
札幌市よりワーク・ライフ・バランスplus企業として
認証されている。
　また、効率的な業務遂行が可能となるよう、各拠点
（産業振興センター、中小企業支援センター、エレク
トロニクスセンター）に設置しているどの端末からで
も、各職員が業務用データにアクセスできるよう、
ネットワークを整備している。
  なお、第三者委託により実施している業務について
は、全件、札幌市の登録業者と契約を締結しており、
毎年札幌市で実施している指定管理業務における労働
関係法令の遵守及び雇用環境調査では、受託者から情
報を収集しているところである。

　労働関係法令に基
づく就業規則その他
の必要な規定などを
整備し、必要な届出
を監督官庁に行うな
ど、雇用環境の維持
向上に努めた。ま
た、当財団は、職員
の多様な価値観や働
き方を尊重し、各個
人がその能力を最大
限発揮できるよう、
適切な職務と働きが
いのある職場環境を
整備している。

（3）施設
・設備等の
維持管理業
務

▽　総括的事項（利用者の安全確保、市民サービス向上へ
の配慮、連絡体制確保、保険加入）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

産業振興センターは、
竣工から23年が経過
し、徐々に修繕箇所が
増えている状況にある
が、関係法令を順守
し、委託先業者に任せ
るだけでなく、施設管
理責任者による日常的
な点検や、本市及び修
繕・警備業務の委託先
へのこまめな報告・連
絡・相談により、迅速
かつ効率的な維持管理
を行い、利用者が安心
できる安全な施設運営
が実現されている。
　備品管理について
は、本市と協議の上、
老朽化した備品の更新
を行うとともに、イン
ターネット利用にあた
り、適切なセキュリ
ティを確保するなど適
切に対応している。
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        

▼施設･設備等の維持管理業務の実施に当たっては、
関係法令等を順守し、適切に運用した。
▼職員及び警備員による巡回と併せて、カメラによる
監視も行い、利用者の安全を確保した。
▼有事があった場合に備え、緊急時連絡体制を整備し
た。
▼損害賠償保険は仕様に適合したものに加入した。

　施設管理の経験が
豊富な職員を施設管
理責任者として配置
し、日常の点検を行
うとともに事故が
あった場合は迅速に
対応した。　

▽　施設・設備等の維持管理（清掃、警備、保守点検、修
繕、備品管理、駐車場管理、緑地管理等）

▼清掃業務
　衛生的で快適な環境を保つため、日常清掃、計画清
掃及び廃棄物収集処理等を行った。清掃委託業者によ
る清掃だけでなく、警備員による巡回の際のゴミ回収
等を適宜実施した。紙、缶・瓶・ペットボトル及び紙
くずは、リサイクル率を高めるよう環境に配慮した取
組を行った。また、地域住民と協力したボランティア
による清掃活動なども実施した。

　施設の維持管理に
おいては、関係法令
を順守し、委託先業
者に任せるだけでは
なく、財団の施設管
理責任者が日常的に
委託先と業務用の無
線機で連絡を取りな
がら清掃、警備、施
設設備運転管理、保
守点検を行わせるな
ど、業務仕様書で求
められている事項を
適切に実施した。
　各セミナールーム
において、利用に支
障がないように老朽
化した備品の更新を
行うとともに、適切
なインターネット接
続環境の維持管理を
行い、利用者のセ
キュリティを確保し
た。

▼警備業務
　委託業者による巡回警備、機械警備、施設・設備及
び展示物等の保全の確認を行うとともに、振興セン
ター内の秩序維持を徹底した。火災、盗難、破壊等の
あらゆる事故の発生を警戒・防止し、安心・安全な空
間を維持することにより、財産の保全と人身の安全を
図った。
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▼設備保守点検業務
　利用者に安心、安全に施設を利用してもらうため、
法定点検、日常点検、定期検査及び設備診断等、適切
な予防保全を行った。
　インターネット利用サービスについては、信頼のお
ける専用線での提供を行うとともに、ファイアウォー
ルやウイルス対策を講じ外部からの不正アクセスを制
御したほか、セグメント間でのアクセスを制限するこ
とで利用者間のセキュリティを確保した。

　施設の維持管理に
おいては、関係法令
を順守し、委託先業
者に任せるだけでは
なく、財団の施設管
理責任者が日常的に
委託先と業務用の無
線機で連絡を取りな
がら清掃、警備、施
設設備運転管理、保
守点検を行わせるな
ど、業務仕様書で求
められている事項を
適切に実施した。
　各セミナールーム
において、利用に支
障がないように老朽
化した備品の更新を
行うとともに、適切
なインターネット接
続環境の維持管理を
行い、利用者のセ
キュリティを確保し
た。

産業振興センターは、
竣工から23年が経過
し、徐々に修繕箇所が
増えている状況にある
が、関係法令を順守
し、委託先業者に任せ
るだけでなく、施設管
理責任者による日常的
な点検や、本市及び修
繕・警備業務の委託先
へのこまめな報告・連
絡・相談により、迅速
かつ効率的な維持管理
を行い、利用者が安心
できる安全な施設運営
が実現されている。
　備品管理について
は、本市と協議の上、
老朽化した備品の更新
を行うとともに、イン
ターネット利用にあた
り、適切なセキュリ
ティを確保するなど適
切に対応している。
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        
                        

▼修繕業務
　施設及び設備全般について、破損、故障等が発生し
た場合又は発生すると見込まれる場合は、安全を確保
するとともに速やかに応急処置を施し、直ちに札幌市
に報告、協議の上、迅速かつ効率的に修繕を行った。
内容として、消火栓用の呼水槽修繕、自動ドア設備の
修繕、GHP室外機冷却水ポンプの修繕、給湯設備交換
等を実施した。

▼備品管理
　利用者が備品の使用に際して支障が生じることのな
いよう、常に保守点検を行うとともに、不具合の生じ
た備品については、速やかに修繕及び更新を行った。

▼駐車場管理業務
　利用者が安全、円滑に駐車できるよう車両を監視
し、必要に応じて、コンベンションセンターとの相互
利用の周知を図った。

▼外構緑地管理業務
　敷地内の植木については、美観の保持、利用者の安
全、防犯及び近隣への配慮という点から、剪定、除
草、病害虫防除等、適切な維持管理を行った。

▼除排雪業務
　利用者が駐車場及び駐車場入口などの通行に支障が
出ないよう、原則、早朝に除雪し、始業時間の前には
完了させるほか、それ以外の時間帯においても降雪状
況に応じて、こまやかに除排雪を実施した。

▽　防災

▼消防法の規定に基づき、消防用設備の点検を行うと
ともに、災害時には、自動販売機の飲料水を無料提供
できるライフラインベンダーとするなど、必要な機材
を常備した。
▼非常災害に対処するため、防災に関する必要な体制
をあらかじめ構成し、災害予防、災害応急対策、災害
復旧等について、迅速かつ適切に業務を処理できるよ
う、防災計画を策定し災害の発生に備えた。
▼災害時に備え、入居者等に館内の避難経路や防災体
制等に関する情報提供を行い、防災意識の向上につな
げた。

　利用者や入居団
体、財団職員等の安
全を確保するため、
防災計画・消防計画
を策定。これに伴
い、北海道職業能力
開発協会と共同して
自衛消防隊を編成
し、消防訓練を2回
実施した。　
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（4）事業
の計画・実
施業務

▽　入居スペース運営業務 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

(ｱ) 支援チームによる支援
　３年間の入居期間において、事業化の達成や経営の
安定化に繋げるためには、当財団の支援体制を再構築
する必要がある。入居者への支援は、日常的なコミュ
ニケーションのもと、深い信頼関係を構築しながら支
援することが必須であることから、令和５年度から新
たな外部人材の登用などにより、その体制を強化して
いる。
　これに加えて、財団各拠点の強みを生かしながら広
く市内企業の高付加価値化を目指す「財団支援チー
ム」を別途組成し、両者が連携しながら入居企業への
支援を総合的かつ集中的に行った。　
【令和７年度実績】
・定期ヒアリングでの情報提供、相談対応
・IM、担当職員による定期的な企業訪問
・法人登記申請、銀行口座の開設、創業融資に係る支
援
・入居企業の支援方針の策定ときめ細かな助言、指導
・入居企業の事業計画書のブラッシュアップ
・入居企業と市内地場企業とのマッチング
・入居企業の事業ピッチイベントの開催
・入居企業の事業紹介セミナーの開催
・大学との製品共同開発の支援
・各支援団体の補助金情報の提供、訪問随行
・外国人就業者のビザ取得支援
・VC、CVCからの資金調達支援
・北大キャリアセンターを通じた人材確保支援
・外部人材の登用などによる支援体制の強化
・財団支援チームや関係支援機関との連携など効果的
な支援メニューの提供
・入居者間のネットワークづくりのための交流会、勉
強会、ランチ会などの開催

財団が有する、
ＩＴ、クリエイティ
ブ、ものづくり、
食、販路拡大、国際
展開など幅広い分野
でのノウハウや、人
事・労務・経営支援
など企業に共通して
欠かせない分野での
外部専門家とその
ネットワークなど財
団各拠点の強みを最
大限に活用し、支援
業務を行った。

「食」「ものづくり」
「IT」「クリエイティ
ブ」等の専門ノウハウ
や幅広い外部ネット
ワークを最大限に活用
し支援業務を行うこと
ができた。また、入居
企業への支援について
は「方針会議」「支援
会議」を定期開催し、
入居企業ごとの課題を
組織全体で共有・対応
する体制が機能した。
融資や資金調達支援、
マッチング、大学との
共同開発など、企業の
成長フェーズに応じた
支援が展開されている
点が評価できる。今後
は、本施設の入居ス
ペースが持つ「伴走支
援の質の高さ」をより
にアピールし、本市経
済を牽引する次世代ス
タートアップの更なる
呼び込みを期待する。
加えて、ハブ拠点の運
営としては近隣施設の
来訪者等の属性を分析
した上で、ニーズに合
致したイベントや相談
会を企画・立案し、年
間を通じで117回のイ
ベントを開催、延べ
2,597人の参加があ
り、成果を上げてい
る。また、オープンス
ペース新規登録者数
383名、利用者数3,058
名を記録し、開かれた
ビジネス交流の場とし
て定着したことを評
価。今後は、ハブ拠点
の高い利用実績・イベ
ント参加実績をベース
に、「この場をきっか
けにどのような具体的
連携や新ビジネスが生
まれたか」という成果
を好事例として広く発
信していくことを望
む。

入居企業への支援を
より効果的なものに
するため入居スペー
ス支援チームを構成
員とする「方針会
議」を設置し、入居
企業の強みや課題を
適宜共有した上で、
入居企業に対する支
援方針を組織的に決
定した。さらに、財
団支援チームを含め
た「支援会議」を定
期的に開催し、財団
の幅広い機能やネッ
トワークを活用した
支援メニューの提供
も積極的に検討し
た。

(ｲ) 支援状況ファイルの作成
　入居企業ごとに一つの記録フォーマットを用意し、
相談内容、支援実績、成果等の支援内容を時系列に記
録。併せて、札幌市からの求めに応じて、毎年度終了
後及び常に報告ができるよう管理体制を整えた。

入居企業ごとに概況
・今後の方向性、課
題等について記録し
た支援状況ファイル
を作成するととも
に、入居者退去時に
支援レビューを実施
した。(ｳ) 入居者退去時の支援レビューの実施

　入居者退去時には入居中に実施した支援内容及びそ
の効果について、特命ＩＭを中心に入居者の財務情報
なども用いて、可能な限り定量的な総括を行う（以下
「支援レビュー」という。）。これにより、以後の入
居者支援の強化につながるノウハウを蓄積するととも
に、このノウハウに基づき入居者の支援メニューの再
構築も随時行っていく。
なお、この支援レビューの内容については、必要に応
じて財団支援チームにもフィードバックし、今後の財
団の支援の高度化に向け活用を検討した。
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(ｴ) 退去者とのネットワーク維持
　入居スペースを卒業した企業に対しては、補助金等
の情報提供を行い、ネットワークが途切れないように
留意するとともに、必要に応じて財団支援チームと経
営状況を共有しながら、有効な支援メニューを積極的
に提案していく。なお、施設卒業企業に関する支援状
況等については、企業ごとの支援状況ファイルに継続
して記録し、厳重に保管。

卒業企業へ各支援メ
ニューの情報提供や
入居者交流会及びセ
ミナー等の案内を適
宜行い、ネットワー
クの維持に努めた。
また、北海道大学産
学・地域協働推進機
構や、独立行政法人
中小企業基盤整備機
構を通じたスタート
アップ企業の発掘、
「Sapporo Business 
VILLAGE 起業家ピッ
チ」による入居企業
及び施設のPRを行
い、令和7年度は入
居率89.3%（年平
均）を達成した。

「食」「ものづくり」
「IT」「クリエイティ
ブ」等の専門ノウハウ
や幅広い外部ネット
ワークを最大限に活用
し支援業務を行うこと
ができた。また、入居
企業への支援について
は「方針会議」「支援
会議」を定期開催し、
入居企業ごとの課題を
組織全体で共有・対応
する体制が機能した。
融資や資金調達支援、
マッチング、大学との
共同開発など、企業の
成長フェーズに応じた
支援が展開されている
点が評価できる。今後
は、本施設の入居ス
ペースが持つ「伴走支
援の質の高さ」をより
にアピールし、本市経
済を牽引する次世代ス
タートアップの更なる
呼び込みを期待する。
加えて、ハブ拠点の運
営としては近隣施設の
来訪者等の属性を分析
した上で、ニーズに合
致したイベントや相談
会を企画・立案し、年
間を通じで117回のイ
ベントを開催、延べ
2,597人の参加があ
り、成果を上げてい
る。また、オープンス
ペース新規登録者数
383名、利用者数3,058
名を記録し、開かれた
ビジネス交流の場とし
て定着したことを評
価。今後は、ハブ拠点
の高い利用実績・イベ
ント参加実績をベース
に、「この場をきっか
けにどのような具体的
連携や新ビジネスが生
まれたか」という成果
を好事例として広く発
信していくことを望
む。

(ｵ) 入居企業の発掘
　各業界や関係団体等とのネットワークを生かし、日
頃の訪問活動や中小企業支援センターでの相談対応、
市内コワーキングスペースや支援機関等との情報連携
などを通じて、有望な入居企業に関する情報を能動的
に収集。
　入居企業に関しては、単に創業後間もない企業の発
掘をするに留まらず、札幌市東京事務所や札幌海外企
業受入ワンストップ窓口（STEP）などと連携して、市
外・海外から札幌市への事務所移転の意向がある企業
に対する積極的な誘致活動を行った。
　

▽　ハブ拠点運営業務

(ｱ) ハブ拠点の利用者を増やす取組
　利用する人が付加価値の向上及びこれに繋がる連携
への意識を高めることができるよう、セミナーや企画
展示を活用した好事例の発信やイベントの開催を継続
的に実施した。　また、交流会や勉強会などを定期的
に開催し、参加者が多くの人と接点を持ち、連携の
チャンスを得られるよう機会創出を図った。

施設利用者や近隣の
札幌コンベンション
センター等を訪れる
利用者の属性を把握
したうえで、利用者
の属性に合わせたイ
ベント、相談会、企
画展示等を企画・立
案した。
令和7年度の実績と
して、合計117回の
イベントを実施し、
延べ2,597名の方に
参加いただいた。

(ｲ) 企業の付加価値向上に資する連携のための取組の実
施
　企業の付加価値向上に資する連携のための取組とし
て、食関連企業向けの海外展開マーケティング講座であ
る「Tremaカレッジ」や、デザイナーのための課題解決
プログラムである「SESSA」など、同じ業種に携わる
方々の連携促進に資するセミナー・交流会を開催したほ
か、業務における生成AIの活用方法を学べるセミナー
や、複数の経営者による連続講演形式のセミナーなど、
様々な業種の方が参加できるセミナーやイベントを開催
し、業種の垣根を超えた連携の創出に資する機会を提供
した。

(ｳ) オープンスペースとしての場所の提供
　利用者が自由に使えるディスプレイやホワイトボー
ド等を設置して、開かれた雰囲気の中で仕事や打ち合
わせを行うことができる環境を提供した。加えて、充
電設備、卓上ライト、個室のワークブースを用意し、
利用者の利便性を高めた。
　また、これからの札幌市の産業を担う人たちが起業
に向けた体制を整えるため、ＩＭなどの専門家などに
よる相談会を実施したほか、市内のワーキングスペー
スと連携し、日常的にワークスペースを積極的に利用
する層にリーチし、より多くの連携が生まれるよう
ワーキングスペースとしての利用の活性化を図った。

利用者の仕事の効率
化や開かれた雰囲気
で議論や交流が行わ
れるよう環境を整え
た。
令和7年度の実績と
して、オープンス
ペースの新規登録者
数が383名、利用者
数が3,058名とな
り、多くの方に利用
いただいた。
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(ｴ) 利用者への相談対応
　上述の財団支援チームや財団コーディネーターが利
用者への相談対応を行い、記録作成のうえ、利用者へ
のニーズ等に応じて財団支援チームによる支援につな
げるほか、場合によっては、財団が保有するネット
ワークを活用して支援を行う体制を整えた。

利用者を対象にした
無料相談会「フリー
デスク相談」を定期
的に開催し、創業を
検討している方やビ
ジネスでの困りごと
を抱えている方が相
談できる場を提供し
た。
また、財団の支援メ
ニューを一覧化した
パンフレットを作成
したり、他の支援機
関に係る情報を収集
することで、利用者
から相談があった際
に必要な情報提供・
案内を行うことがで
きる環境・体制を整
えた。

「食」「ものづくり」
「IT」「クリエイティ
ブ」等の専門ノウハウ
や幅広い外部ネット
ワークを最大限に活用
し支援業務を行うこと
ができた。また、入居
企業への支援について
は「方針会議」「支援
会議」を定期開催し、
入居企業ごとの課題を
組織全体で共有・対応
する体制が機能した。
融資や資金調達支援、
マッチング、大学との
共同開発など、企業の
成長フェーズに応じた
支援が展開されている
点が評価できる。今後
は、本施設の入居ス
ペースが持つ「伴走支
援の質の高さ」をより
にアピールし、本市経
済を牽引する次世代ス
タートアップの更なる
呼び込みを期待する。
加えて、ハブ拠点の運
営としては近隣施設の
来訪者等の属性を分析
した上で、ニーズに合
致したイベントや相談
会を企画・立案し、年
間を通じで117回のイ
ベントを開催、延べ
2,597人の参加があ
り、成果を上げてい
る。また、オープンス
ペース新規登録者数
383名、利用者数3,058
名を記録し、開かれた
ビジネス交流の場とし
て定着したことを評
価。今後は、ハブ拠点
の高い利用実績・イベ
ント参加実績をベース
に、「この場をきっか
けにどのような具体的
連携や新ビジネスが生
まれたか」という成果
を好事例として広く発
信していくことを望
む。

(ｵ) 企業支援に関する総合的な情報収集・発信・アー
カイブ
　利用者への適切な相談対応を行うため、財団の総合
的な支援メニューの一覧パンフレットを作成したほ
か、他の支援機関での事業についても広く情報収集
し、利用者に対して総合的な情報提供を行った。ま
た、収集した支援情報については、「さっぽろ産業
ポータル」を活用して広く情報提供したほか、ハブ拠
点で掲示・配架などを行った。

(ｶ) 企業、行政、業界団体、支援機関等とのネット
ワーク構築
　利用者への適切な相談対応及び総合的な情報収集・
発信・アーカイブのためには、他団体とのネットワー
クが欠かせないことから、これらの団体との情報共有
を定期的に行い、企業支援に活用した。また、収集し
た情報や窓口となる担当者等については、札幌市の求
めに応じて随時提供することとしている。
　また、他の機関との連携を密にして、大学等の研究
シーズに関する情報を収集するとともに、専門家と市
内の事業者を結びつける情報交換会などを開催し、企
業の付加価値向上を図った。
　これに加えて、財団がこれまで培ってきた「食」
「ものづくり」「ＩＴ」「クリエイティブ」の各分野
で構築してきたバイヤー、専門家、業界団体、クリエ
イター等との関係をこれまで以上に深化させるべく、
定期的にミーティングの機会を設けるとともに、誰も
がこれらのネットワークにアクセスし、自らの付加価
値を高め、また、販路を切り開くチャンスを得られる
よう支援。特にクリエイティブ分野においては、自主
事業とも連動させながらデザイン経営の浸透を図り、
デザインの活用を推し進め、市内事業者の付加価値向
上を図った。

他の支援機関や業界
団体等による支援情
報を集めるととも
に、市内中小企業の
課題やニーズを吸い
上げることで、当施
設が事業者のビジネ
ス活動に役立つ情報
の集積・発信拠点と
なり、ビジネスに携
わるすべての人に
とって利便性の高い
施設となるよう運用
を行った。
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（5）施設
利用に関す
る業務

▽　利用件数等 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

R6年度実績 R7年度計画 R7年度実績 　令和７年度の稼働
実績については、
70%以上あったコロ
ナ禍以前の稼働率に
は戻っておらず、ま
た全体的に昨年度の
よりも稼働率が低下
している。
　稼働率が回復しな
いのは、コロナ禍を
経てオンラインでの
セミナーや会議が普
及したことが大きな
要因と考えられる
が、それとともに、
技能訓練団体による
訓練・研修での利用
が減少していること
も影響している。
　一方、利用者ニー
ズに応えるため、セ
ミナールームの備品
更新を適宜行ったほ
か、設備に不具合が
発生した際には、出
来る限り速やかに修
繕を実施している。
　今後も新規利用者
獲得の為の活動は続
けていくが、大きく
稼働率改善に結びつ
くことは難しい為、
産業振興を目的とす
る施設として、今後
どういう機能が必要
かについて札幌市と
も検討していく。

　貸室稼働率から、現
状、一定の利用は見ら
れるものの、利用者の
需要の変化が影響し、
依然として以前の水準
まで回復していない状
況が続いているため、
利用者のニーズを的確
に捉え、引き続き効果
的な広報活動に注力さ
れることを期待する。
　なお、貸室を運営す
る以上は、全体として
高い稼働率を目指す必
要はある一方で、本施
設設置の政策的目標を
意識した運営が求めら
れることから、本市と
も協議のうえ、短期的
な稼働率の向上のみを
目指した利用促進では
なく、中長期的な視点
で産業振興の発展を見
据えた運用を検討され
たい。

ｾﾐﾅｰﾙｰﾑA(150
名)

件数(件) (285) (247) (288)

人数(人） (34,706) (29,323)

稼働率(％) 79.4% 68.8% 80.2%

ｾﾐﾅｰﾙｰﾑB～C
(42名)

件数(件) (472) (494) (399)

人数(人） (15,183) (12,944)

稼働率(％) 65.7% 68.8% 55.6%

ｾﾐﾅｰﾙｰﾑD(36
名)

件数(件) (214) (247) (208)

人数(人） (5,570) (5,143)

稼働率(％) 59.6% 68.8% 57.9%

防音ルーム
A・B

件数(件) (182) 178 193)

人数(人） (1,455) (1,391)

稼働率(％) 25.3% 25.0% 26.9%

ｾﾐﾅｰﾙｰﾑ1(90
名)

件数(件) (277) 247 266)

人数(人） (17,217) (16,010)

稼働率(％) 77.2% 68.8% 74.1%

ｾﾐﾅｰﾙｰﾑ2～3
(40名)

件数(件) (458) 494 433)

人数(人） (12,630) (12,283)

稼働率(％) 63.8% 68.8% 60.3%

ｾﾐﾅｰﾙｰﾑ4～8
(20名)

件数(件) (1,236) 1,235) (1,028)

人数(人） (16,646) (15,190)

稼働率(％) 68.9% 68.8% 57.3%

ｾﾐﾅｰﾙｰﾑ9(42
名)

件数(件) 200) 247 187)

人数(人） (5,356) (5,131)

稼働率(％) 55.7% 68.8% 52.1%

会議室
(14名)

件数(件) 55) 60 77)

人数(人） (577) (782)

稼働率(％) 15.3% 16.7% 21.4%

実習室

件数(件) 199) 247 177)

人数(人） (1,490) (1,462)

稼働率(％) 55.4% 68.8% 49.3%

体育実習室

件数(件) 355) 332 355)

人数(人） (38,704) (33,540)

稼働率(％) 98.9% 92.5% 98.9%

合計

件数(件) (3,933) (4,028) (3,611)

人数(人） (149,534) (133,199)

稼働率(％) 60.9% 62.3% 55.9%

▽　不承認 0件、　取消し0件、　減免403件、　還付14件

▽　利用促進の取組

▼受付カウンターへ寄せられる要望等のほか、利用者
アンケートなどで施設の満足度やニーズを調査するこ
とにより、定期的にサービスの見直しを行い、さらな
る利用の促進や利用者の満足度の向上に努めた。
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（6）付随
業務

▽　広報業務 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

▼セミナールーム、ハブ拠点、入居スペースの情報を
記した利用案内リーフレットを更新し、情報発信ス
ペースに配架するとともに、関係支援機関や企業にも
配布した。また、当財団が実施するセミナーへ参加者
や企業訪問等の際にも配布し、施設利用の呼びかけを
行い利用促進を図った。

　リーフレットにつ
いては、イベント、
セミナーの開催時に
配布するとともに、
企業訪問時に活用す
るなど、効果的な配
布を行い、利用促進
に結び付けた。

　産業振興センター
のホームページのア
クセシビリティにつ
いて、日本工業規格
の適合レベルに準拠
する形で運用を行
い、より見やすく利
用しやすいホーム
ページとすることが
できた。

ホームページの活用の
みならず、イベントや
セミナーの際にリーフ
レットを配布する等、
効果的に周知活動を
行っている。
　また、facebookやX
等のSNS、YouTube等、
多様な媒体による、幅
広い属性の潜在的利用
者へのアプローチは評
価でき、時代の変化に
も対応しながら、今後
も引き続き取り組まれ
ることを期待する

▼セミナールームやハブ拠点、入居スペースの情報を
掲載する。facebookやX（旧Twitter）等のSNS、
YouTube等も活用して、セミナールームの貸出案内や
入居スペースの入居情報、ハブ拠点におけるイベント
情報等を広く発信し、セミナールームの稼働率向上や
入居スペースの空き室軽減、ハブ拠点の利用促進につ
なげた。
ホームページは、札幌市の施策や市内経済団体、金融
機関、各支援機関の情報をはじめ、産業振興に係る情
報が豊富である財団で運用している産業ポータルサイ
トと振興センターのホームページをリンクさせ、一体
的な運営を行うことで、閲覧者の確保につなげた。

▼産業振興センターのホームページは日本工業規格に
基づくウェブアクセシビリティの適合レベルに準拠さ
せている。今後もウェブアクセシビリティのさらなる
向上に努める。

▽　引継ぎ業務

令和７年度においては引継業務なし

２　自主事業その他

▽　自主事業 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

▼人材育成に関するセミナーの実施 　人材育成セミナーで
は、企業の人材確保と
人材育成を目的に、企
業の各階層ごとのセミ
ナーを開催。セミナー
を通じて、市内中小企
業等における従事者の
スキルアップを図るこ
とができた。また、セ
ミナーにおいては、グ
ループワーク中心のカ
リキュラムとし、参加
者同士の交流や異業種
連携を促した。
　７年度で３年目とな
る「経営実践アカデ
ミー」は、札幌を代表
する６名の経営者を講
師に起用し、経営者の
体験談を交えながら経
営の極意を解説するも
のであるが、市内の経
営者の経営マインドを
十分に高めるものに
なった。

自主事業については、承
認内容と同一の事業の実
施を確認した。具体的な
評価内容は以下のとお
り。
人材育成に関するセミ
ナーについて、令和７年
度は全体で76日間開催、
総定員1,966名に対し延
べ1,258名が受講し、総
合受講率は64.0%となっ
た。
内容面では、起業・ス
タートアップ支援に直結
する「創業セミナー」が
受講率79.8%と高い需要
を捉え、「経営課題セミ
ナー」も同69.9%と概ね
堅調に推移した。特筆す
べき点として、社会情勢
や技術トレンド変化に迅
速に対応した新企画が定
員を大幅に超過する成果
を上げており、市内企業
の経営力強化に向けた時
宜にかなった事業展開と
して評価できる。
今後は、セミナーごとの
需要格差の要因分析の徹
底を図るとともに、受講
者数や満足度などの実績
データを「次年度の講座
の継続・見直し（改廃）
の判断基準」として明確
に活用し、より実効性の
高いセミナーの企画・運
営に繋げることを期待す
る。

　市内中小企業等の人材の育成や確保、経営課題の解決、新たな
分野・テーマにチャレンジするための研修プログラムを実施。令
和７年度は、「人材育成セミナー（階層別研修）」「経営課題解
決セミナー（テーマ別研修）」「創業者セミナー」の3 つの柱を
中心に、計74 回（76日間）のセミナーを開催した。

ア　人材育成セミナー（階層別研修）
企業活動の基盤となる人材の確保と育成を目的に、内定者、新入
社員、若手社員、中堅社員、リーダー・管理職、経営層向けと
いった階層ごとのスキルアップセミナーを24回（24日間）開催し
た。延べ300名が参加し、企業従事者のスキルアップを図った。
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イ　経営課題解決セミナー（テーマ別研修）
市内企業が直面している多様な経営課題等を把握し、その解決に
つながるセミナーを開催した。セミナーの実施にあたっては、財
団の各部署と連携し、企業におけるデジタル化や映像・WEB・SNS
活用、法改正への対応等をテーマとするセミナーを28回（30日
間）開催した。延べ622名が参加し、セミナーを通じて、企業の
経営力強化を図った。

　経営課題解決セミ
ナーでは、市内企業が
直面している多様な経
営課題等を把握し、そ
の解決につなげていく
ため、財団の各部署と
連携し、企業における
デジタル化や食産業に
おける海外進出への対
応、製品開発等をテー
マとするセミナーを開
催し、セミナーを通じ
て企業の経営力強化を
図ることができた。ま
た、セミナーにおい
て、関連する財団の支
援メニューの紹介や個
別相談を行う等、財団
支援施策と連動感を持
たせながら取組を行っ
た。

自主事業については、承
認内容と同一の事業の実
施を確認した。具体的な
評価内容は以下のとお
り。
人材育成に関するセミ
ナーについて、令和７年
度は全体で76日間開催、
総定員1,966名に対し延
べ1,258名が受講し、総
合受講率は64.0%となっ
た。
内容面では、起業・ス
タートアップ支援に直結
する「創業セミナー」が
受講率79.8%と高い需要
を捉え、「経営課題セミ
ナー」も同69.9%と概ね
堅調に推移した。特筆す
べき点として、社会情勢
や技術トレンド変化に迅
速に対応した新企画が定
員を大幅に超過する成果
を上げており、市内企業
の経営力強化に向けた時
宜にかなった事業展開と
して評価できる。
今後は、セミナーごとの
需要格差の要因分析の徹
底を図るとともに、受講
者数や満足度などの実績
データを「次年度の講座
の継続・見直し（改廃）
の判断基準」として明確
に活用し、より実効性の
高いセミナーの企画・運
営に繋げることを期待す
る。

ウ　創業セミナー
　「創業前段階向けセミナー（起業志望者向け講座、創業塾）」
「創業段階向けセミナー（起業道場、ソーシャルビジネススクー
ルほか）」「創業後段階向けセミナー（創業者フォローアップ講
座）」のフェーズに分け、創業のあらゆるステージに対応するき
め細かな講座を22回（22日間）開催した。延べ336名が参加し、
創業機運の醸成及び創業の促進を図った。

　創業セミナーでは、
各セミナーを通じて創
業機運の醸成並びに創
業の促進を図ることが
できた。
　セミナー終了後は、
創業予定者に対して札
幌中小企業支援セン
ターにおける創業相談
対応や、入居スペース
の相談対応につなげる
など
フォローアップの取組
を展開することができ
た。

▼デザイン経営の導入に関する業務 令和7年度のデザイン事
業における各施策は、企
業とデザイナー等の双方
をターゲットとした「機
会創出」「普及啓発」
「情報発信」が計画的か
つ有機的に展開されてお
り、当初の目的を十分に
達成したと評価する。
特に、単なる座学に留ま
らず、展示やワーク
ショップ、コンペティ
ションといった多角的な
アプローチを通じて、参
加者間の実効性のある相
互理解とネットワーク形
成を促した点は高く評価
できる。今後に向けた方
針として「SNS等を活用
した情報発信の拡充」が
挙げられている点は妥当
である。特に若年層や中
小企業の経営者層など、
ターゲットに応じたセグ
メント別の発信戦略を構
築し、デザイン活用の普
及の一助となるよう期待
する。

ア　デザイン活用機会の創出 事業説明会・交流会、
デザイン活用ラウンジ
及びデザイン関連団体
との連携事業を通じ
て、デザイン活用の普
及啓発と企業・デザイ
ナー等の交流機会の創
出を図った。企業に
とっては普段接点の少
ないデザイナーとの出
会いの場となり、デザ
イナーにとっては他産
業との交流を深める機
会となった。また、展
示を活用した対話の場
づくりにより参加者同
士の交流が促進され、
ビジネス相談へ発展し
た事例も見られるな
ど、相互理解の促進と
新たな連携の創出に一
定の成果があった。各
事業において、企業・
デザイナー双方から高
い満足度が得られた。

企業及びデザイナー等を対象に、デザインの価値や可能性への理
解促進と、両者の交流・連携機会の創出を目的として、展示、セ
ミナー及び交流会を含むイベントを実施した。また、デザイン関
連団体や教育団体等と連携し、ビジネスパーソンや市民に向けて
デザインの魅力や活用例を広く周知するためのワークショップや
コンペティション等を開催した。

（ア）「令和７年度デザイン事業」事業説明会＆交流会
本年度事業の説明や補助金採択事業の報告会、参加者による展示
及び交流会を実施し、市内企業17名、デザイナー等35名を含む57
名が参加した。また、補助金採択事例及び参加者の取組内容を紹
介する展示を併せて実施することで、デザイン活用に対する関心
の喚起と参加者間の相互理解の促進を図った。

（イ）ビジネスのためのデザイン活用ラウンジ
デザイン活用事例を紹介する展示（25件）、セミナー及び交流会
を開催し、企業19名、デザイナー等22名を含む49名が参加した。
また、セミナーと連動した展示や補助金採択事例及び参加者の取
組内容を紹介する展示を併せて実施することで、デザイン活用の
価値や可能性の普及啓発を図るとともに、参加者間の交流と相互
理解を促進し、新たな連携のきっかけを創出した。
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（ウ）デザイン関連団体及び教育団体等との連携によるイベント
デザイン関連団体等と連携し、学生向けワークショップ（16名参
加）、トークイベント（32名参加）及び公開コンペティションを
実施した。コンペティションには732件の応募があり、総展示点
数は3,019点となった。市民やビジネスパーソンに向けて、デザ
イン・クリエイティブの魅力や活用事例の発信を行った。

（エ）その他
企業とクリエイター等の連携事例や、クリエイティブ活用による
課題解決・ブランド価値向上の事例について、ウェブコンテンツ
等を通じて情報発信を行った

また、SMFやSADCとの
連携により、クリエイ
ティブ人材の育成及び
産業ネットワークの形
成に寄与した。今後
は、事例発信やマッチ
ング機会の充実、他事
業との連携強化及び
SNS等を活用した情報
発信の拡充を図り、デ
ザイン活用のさらなる
普及と企業・デザイ
ナーの新たな連携につ
なげていく。                                

令和7年度のデザイン事
業における各施策は、企
業とデザイナー等の双方
をターゲットとした「機
会創出」「普及啓発」
「情報発信」が計画的か
つ有機的に展開されてお
り、当初の目的を十分に
達成したと評価する。
特に、単なる座学に留ま
らず、展示やワーク
ショップ、コンペティ
ションといった多角的な
アプローチを通じて、参
加者間の実効性のある相
互理解とネットワーク形
成を促した点は高く評価
できる。今後に向けた方
針として「SNS等を活用
した情報発信の拡充」が
挙げられている点は妥当
である。特に若年層や中
小企業の経営者層など、
ターゲットに応じたセグ
メント別の発信戦略を構
築し、デザイン活用の普
及の一助となるよう期待
する。

イ　「さっぽろデザインブリッジ」 の設置 ３年目を迎えた本事業
では、企業13社19名、
デザイナー30社30名が
参加し、相互理解の促
進や共創に向けた意識
の醸成が見られた。ま
た、事業終了後の協業
につながった事例も生
まれるなど、共創関係
の構築に一定の成果が
あった。一方で、学び
や交流の成果を継続的
な協業や新たな事業・
プロジェクトの創出へ
つなげる点には課題が
残っていることから、
今後は企業とデザイ
ナーがより密接に関わ
りながら実践的な取組
を進められる環境を整
え、成果創出を重視し
たプログラムへ発展さ
せていく必要がある

本事業は3年目を迎え、
単なる知識習得のセミ
ナーに留まらず、企業と
デザイナーが互いの価値
観を深く知る「体験型の
連続講座（全7回）」へ
とプログラムを高度化さ
せた点を高く評価する。
基礎編から実践編への体
系的なアプローチによ
り、市内中小企業におけ
る「デザイン経営」の導
入促進と、デザイナーと
の実効性のあるネット
ワーク構築が進んでお
り、経営課題の改善や付
加価値向上に直結する
「デザイン経営」の実践
手法を、企業とデザイ
ナーが「双方の視点」か
ら検証し合える場をつ
くったことは、地域のビ
ジネス・クリエイティブ
双方の底上げに寄与した
といえる。
一過性の交流に落ち着か
ず、プログラム終了後
も、参加した企業とデザ
イナーが継続して交流・
相談できるような基盤づ
くりを検討されたい。

市内の中小企業者やデザイナー等を対象に、経営課題の改善や商
品・サービスの付加価値向上に効果的な手法のひとつであるデザ
イン経営について、その導入事例や実践方法を紹介するととも
に、デザイナーと企業が連携し、双方の視点からデザインワーク
と事業成果との関係性や企業価値について考える体験型の連続講
座を７回実施した。
また、企業とデザイナー双方の学びを効果的なものにするため、
基礎編から実践編へと、手法の習得に留まらず、企業とデザイ
ナーが互いの専門性や価値観を深く知るプロセスを経ることで、
事業終了後の共創につながる機会とした。

（ア）「プレトークイベント＆プログラム説明会」
プログラムへの参加促進を目的に説明会を開催し、前年度参加者
による事例発表やクロストークを通じて、「さっぽろデザインブ
リッジ」の学びや効果を紹介した。27名が参加し、プログラムへ
の理解促進を図った。

（イ）「さっぽろデザインブリッジ（プログラム）」
デザイン経営の導入事例や実践手法を学ぶ全７回の連続講座を実
施し、企業13社19名、デザイナー30社30名の計43社49名が参加し
た。企業とデザイナーが相互理解を深めながら実践的に学ぶ機会
を提供し、事業終了後の共創につながる関係構築を促進した。

ウ　デザイン活用促進補助金 本補助金は、市内企業
によるデザインへの投
資を後押しするととも
に、市内企業とデザイ
ナーの連携による実践
的な取組を支援する役
割を果たした。採択事
業では、ブランド再構
築や販路開拓など、経
営課題の解決や企業価
値向上に向けた取組が
実施され、デザイン活
用の効果や可能性を示
すモデル事例の創出に
つながった。
また、ア「デザイン活
用機会の創出」及びイ
「さっぽろデザインブ
リッジ」との連携によ
り、デザイン活用の普
及啓発から学び、関係
構築、実践までを一体
的に支援する仕組みと
して機能した。

デザイン活用機会の創
出、さっぽろデザインブ
リッジとの連携により、
デザイン経営に関心を持
ち、学び、関係を構築し
た企業・デザイナーが、
実践（補助金活用）へ移
行できるシステムが構築
されている点を高く評価
する。本補助金は、市内
企業における「デザイン
活用」を促進する呼び水
として、非常に重要な役
割を果たしている。今後
は、本事業から生まれた
成功事例を戦略的に発信
することで、デザイン活
用が企業課題の解決や競
争力源泉となることを市
内中小企業へ広く浸透さ
せていくことを期待す
る。また、補助金活用し
た5件について、補助事
業期間終了後の売上拡
大、認知度向上、雇用創
出などの「定量的・定性
的な事業成果」について
の追跡調査を求める。こ
れらをデザイン活用の費
用対効果として可視化
し、他の市内企業へロー
ルモデルとしての発信し
ていくことが、今後の裾
野拡大において不可欠で
ある。

デザイン産業の振興を図るためには、製品の外観等による付加価
値向上はもとより、ブランディング等の企業価値そのものを高め
る活動までを幅広く促進することが必要である。そのためには、
優れた造形力に加え、課題を的確に整理・提案する課題解決能力
を備えたデザイナー等が企業の中長期的なパートナーとなり、新
製品・サービスの創出や既存事業の高付加価値化を目指すことが
重要である。このような共創を通じた取組により、デザイン産業
を活性化し、好循環を創出していくことが求められる。
当事業では、デザイン産業と他産業の新たな連携事例やロールモ
デルを創出し、水平展開していくことを目的に「デザイン活用促
進補助金」を実施し、企業によるデザインへの投資を促進するこ
とで、デザイン産業及び市内産業全体の振興を図った。

（ア）補助金説明会
事業説明会及び個別相談会を実施し、補助金制度の概要説明や質
疑応答を通じて、制度の周知と活用促進を図った（参加者延べ61
名）。

（イ）公募結果
市内企業によるデザイン活用を支援するため公募を実施し、応募
６件に対して５件を採択した。
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デザイン産業の振興を図るためには、製品の外観等による付加価
値向上はもとより、ブランディング等の企業価値そのものを高め
る活動までを幅広く促進することが必要である。そのためには、
優れた造形力に加え、課題を的確に整理・提案する課題解決能力
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事業説明会及び個別相談会を実施し、補助金制度の概要説明や質
疑応答を通じて、制度の周知と活用促進を図った（参加者延べ61
名）。

（イ）公募結果
市内企業によるデザイン活用を支援するため公募を実施し、応募
６件に対して５件を採択した。

本補助金は、市内企業
によるデザインへの投
資を後押しするととも
に、市内企業とデザイ
ナーの連携による実践
的な取組を支援する役
割を果たした。採択事
業では、ブランド再構
築や販路開拓など、経
営課題の解決や企業価
値向上に向けた取組が
実施され、デザイン活
用の効果や可能性を示
すモデル事例の創出に
つながった。
また、ア「デザイン活
用機会の創出」及びイ
「さっぽろデザインブ
リッジ」との連携によ
り、デザイン活用の普
及啓発から学び、関係
構築、実践までを一体
的に支援する仕組みと
して機能した。

デザイン活用機会の創
出、さっぽろデザインブ
リッジとの連携により、
デザイン経営に関心を持
ち、学び、関係を構築し
た企業・デザイナーが、
実践（補助金活用）へ移
行できるシステムが構築
されている点を高く評価
する。本補助金は、市内
企業における「デザイン
活用」を促進する呼び水
として、非常に重要な役
割を果たしている。今後
は、本事業から生まれた
成功事例を戦略的に発信
することで、デザイン活
用が企業課題の解決や競
争力源泉となることを市
内中小企業へ広く浸透さ
せていくことを期待す
る。また、補助金活用し
た5件について、補助事
業期間終了後の売上拡
大、認知度向上、雇用創
出などの「定量的・定性
的な事業成果」について
の追跡調査を求める。こ
れらをデザイン活用の費
用対効果として可視化
し、他の市内企業へロー
ルモデルとしての発信し
ていくことが、今後の裾
野拡大において不可欠で
ある。

（ウ）採択事業
市内企業と市内デザイナー等が連携して取り組む、経営改善や経
営基盤強化、新たな価値創造を目的とした事業に対し補助を実施
した（補助率1/2、上限100万円、採択５件）。

今後は、こうした事例
を広く発信しながら、
デザイン活用に取り組
む企業の裾野拡大とデ
ザイン産業の振興を
図っていく。                        

▼スタートアップ創出に関する業務 国際スタートアップカ
ンファレンス「SHAKE 
H」へのリブランディ
ングによる規模拡大
や、道内スタートアッ
プに対する海外展示会
への実践的な出展・渡
航支援など、グローバ
ル展開に向けた機運醸
成から一歩踏み込んだ
実効性の高い取組を展
開した点は高く評価で
きる。今後は、海外展
示会に出展した企業や
マッチングイベントに
参加した企業の具体的
な商談の進捗、および
事業拡大などの成果の
検証を行うとともに、
これらの支援が地域経
済の活性化や地元の産
業振興へ確実に還元さ
れるよう、継続的な伴
走支援やさらなる発展
的な展開を期待する。

ア スタートアップカンファレンス「SHAKE H」の運営支援
　北海道全体でスタートアップがグローバルに成長する機運を醸
成していくことを目指し、域外からのスタートアップの誘致や投
資の促進を図るため、STARTUP HOKKAIDO実行委員会と連携して国
際スタートアップカンファレンス「SHAKE H」（前身：HOKKAIDO 
INNOVATION WEEK）を実施した。

＜財団の担当事務＞
・トークセッション等の登壇ゲストの招聘に係る旅行手配：
海外ゲスト16名、国内ゲスト14名
・出展スタートアップと来場者とのマッチングイベントに係る謝
金支出

HOKKAIDO INNOVATION 
WEEKをリブランディン
グして開催したSHAKE 
Hにおいて、トーク
セッション等で登壇す
るゲストを海外及び国
内から招へいするため
の旅行手配業務等を
行った。カンファレン
ス成功の一翼を担うと
ともに、札幌・北海道
のスタートアップエコ
システムがグローバル
に成長する機運の醸成
に貢献した。

イ　道内スタートアップの海外展示会への出展支援
　道内スタートアップの海外進出を支援するため、STARTUP 
HOKKAIDO実行委員会と連携して、道内スタートアップに対し海外
展示会における出展枠を提供するとともに、渡航旅費の助成や出
展に係る現地サポートを行った。

＜展示会の概要＞
・展示会の名称：「Agri-Food Tech Expo Asia 2025」
・開催期間：令和７年11月４日（火）～同月６日（木）
・開催地：シンガポール
・支援した道内スタートアップ：
　　株式会社インターリージョン
　　Floatmeal株式会社

道内スタートアップの
海外進出を支援するた
め、海外展示会出展に
係る出展枠の提供と渡
航旅費の助成及び現地
サポートを行った。食
品・農業分野を対象と
した展示会に２社が出
展し、海外における今
後の事業拡大や商談に
つながる出会いに結び
付けることができた。

ウ　Sapporo Business VILLAGE入居企業の出展支援、イベント参
加支援
　Sapporo Business VILLAGE入居企業のネットワーク構築や販路
拡大、新事業展開を実現するため、展示商談会やイベントにおけ
る出展支援等を行った。

＜支援実績＞
・「北海道ビジネスEXPO 2025」
→【出展企業】インフォセキュアソリューションズ株式会社、株
式会社SenseField、株式会社PTS、Floatmeal株式会社
・「J-Sta 北海道 Meetup in TOKYO 2026」
→【参加企業】株式会社BeART World JAPAN

様々な企業が集結する
展示商談会やイベント
への出展・参加に係る
支援を行うことで、
VILLAGE入居企業の
ネットワーク構築や新
たな販路の拡大につな
げることができた。
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▽　市内企業等の活用、福祉施策への配慮等 市内企業等の活用に関
しては、第三者委託
は、市内中小企業者に
するとともに、高齢者
雇用を積極的に進める
ため、土日、夜間の窓
口業務をシルバー人材
センターへ委託したほ
か、福祉政策に配慮す
るため印刷物を社会福
祉法人への発注を行っ
た。

▼施設管理の第三者委託は市内企業に発注した。
▼封筒の印刷は社会福祉法人に発注した。
▼夜間・土日の受付業務にはシルバー人材センターを活用し、高
齢者の雇用機会を確保した。

３　利用者の満足度

▽　利用者アンケートの結果 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

実施方
法

年２回セミナールームの利用者を中心にアンケート用
紙を鍵と一緒に手渡して回収したほか、館内4か所に
用紙と回収箱を設置し、アンケート調査を実施した。

【第1回目】
実施期間：令和７年９月１日～10月７日　（37日間）
回答数　：206件（目標数200件）

【第２回目】
実施期間：令和８年３月1日～３月31日　(31日間)
回答数　：239件（目標数200件）

　施設利用に関する
満足度については、
仕様書の要求水準で
ある80%よりも高い
90%を目標としてい
る。
　令和７年度の第1
回目および第２回目
の利用者アンケート
の結果では、総合満
足度、接遇に関する
満足度のいずれも目
標である90%を達成
することはできな
かったが、仕様書の
要求水準は充分を満
たすことができた。
　なお、利用者から
の要望のうち、対応
できるものについて
は直ちに着手し、改
善を図った。

施設利用者からのアン
ケート結果について
は、1回目・2回目とも
に総合満足度が本市の
要求水準（総合満足度
80％、接遇満足度
80％）を超える結果と
なっている。
　利用者からの要望に
は迅速かつ誠実対応し
ているものと評価でき
る。
　今後もアンケート結
果の検証から利用者の
ニーズを的確に捉え、
利用者目線に立った施
設運営による満足度の
更なる向上に努めてい
ただきたい。結果概

要
　令和７年度の第1回目の利用者アンケート結果につ
いては、総合満足度が86％、接遇に関する満足度が
84％、第２回目の利用者アンケートは、総合満足度が
88％、接遇に関する満足度が88％であった。

利用者
からの
意見・
要望と
その対
応

利用者からの意見・要望等
　駐車可能台数が少ない、駐車料金が高い、施設が古
い、備品が破損している、ホームページでわかりにく
い部分がある等の意見があった。
【対応】
・駐車場については、常に要望があがる項目である
が、同じ料金体系である近隣のコンベンションセン
ターを利用するよう案内をして理解を求めた。
・備品・設備の不具合・破損については、可能な限り
即時対応した。
・体育実習室照明のLED化を実施。（令和7年9月）
・ホームページ上の分かりにくい表現は、随時見直し
を行った。
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４　収支状況

▽　収支 （千円） Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

項目 R7年度計画 R7年度決算 差（決算-計画） 　利用料金収入は、
セミナールーム等貸
出施設の稼働率低下
の影響はあったが、
入居スペースの入居
率が高水準を維持し
ていたため、計画値
の98.4％であり、補
助金収入等その他の
収入を合わせると、
ほぼ計画どおりで
あった。
　支出については、
老朽化に伴う修繕等
の支出は多いが、全
体の収支について
は、光熱費や賃金ス
ライド条項に伴う指
定管理費の見直し等
あり、計画時より大
きく改善された。

今年度の利用料金はほ
ぼ計画値どおりであ
り、適切な施設運営の
結果であると評価す
る。
　また、自主事業につ
いては、予算の効率的
な執行による削減との
ことであり、管理能力
とコスト意識の高さも
伺える。
　引き続き適切な施設
管理の元、収益向上に
向けて取り組んでいた
だきたい。

収入 222,182 234,630 12,448

指定管理業務収入 163,719 179,184 15,465

指定管理費 52,940 68,824 15,884

利用料金 103,857 102,237 ▲ 1,620

その他 6,922 8,123 1,201

自主事業収入 58,463 55,446 ▲ 3,017

支出 222,168 226,177 4,009

指定管理業務支出 163,705 170,731 7,026

自主事業支出 58,463 55,446 ▲ 3,017

収入-支出 14 8,453 8,439

利益還元 0

法人税等 0

純利益 14 8,453 8,439

▽　説明

▼　指定管理費収入について、賃金スライド条項や光熱費高騰、清掃
業務の委託費増に伴う指定管理費の見直しのほか、緊急修繕等で一時
的に財団が負担した費用分の補填により、計画より15,884千円増額し
ている。
▼　利用料収入について、セミナールーム等貸出施設の稼働率低下に
伴い、貸出施設の収入は計画値の94%程度であったが、入居スペースの
入居率が高い水準を維持していたこともあり、利用料収入全体では計
画値と比較して98.4%であった。
▼　その他収入は、北海道からの負担金収入（北海道との共有部分に
係る管理費用負担）や、インキュベーション施設家賃補助金（入居ス
ペースの家賃減額分に応じた補助）等であり、主にこの家賃補助金が
計画より増加したため、計画より1,201千円増額となった。
▼　指定管理業務支出については、老朽化した設備の修繕や備品の更
新が想定以上にあったことにより計画より7，026千円の増となった。
▼　自主事業支出については、予算の効率的な執行のため、計画より
3,017千円の減となった。

＜確認項目＞　※評価項目ではありません。

▽　安定経営能力の維持 適 不適

▼収入の確保及び経費節減などの効率的な予算執行等に努めた。

▽　個人情報保護条例、情報公開条例、行政手続条例、オンブズマン
条例及び暴力団の排除の推進に関する条例への対応

適 不適

▼各条例の規定に則り、全て適切に対応した。
▼指定管理業務に関わる情報公開請求は無かった。
▼協定に関する契約（第三者への委託、物品調達等）について、暴力
団や暴力団関係事業者を相手に契約を行わなかった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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Ⅲ　総合評価

【指定管理者の自己評価】

総合評価 次年度以降の重点取組事項

【管理業務】
　施設の管理運営においては、財団が約40年間に
わたり培ってきた実績やノウハウを最大限に活か
し、効率的かつ効果的な維持管理を行うことがで
きた。
　直近（3月実施）の利用者アンケート結果で
は、総合満足度、接遇に関する満足度のいずれも
88％との評価が得られ、90%という目標までは届
かなかったが、要求水準である80%は充分に達成
した。また利用者からの要望については、対応可
能なものについては直ちに着手し改善を行うな
ど、利用者の安心、安全、満足感を確保した。
　ハブ拠点運営業務については、利用者の仕事の
効率化や開かれた雰囲気での打合せ・交流の促進
を図るため、ハブ拠点としての在り方を再度検討
し、環境整備や運用方法の見直しを図った。その
結果、前年度に比べて新規利用登録者数が1.4
倍、利用者数が1.2倍と大きく増加し、利用者の
利便性を高めることができた。
　入居スペース運営業務については、専属のイン
キュベーションマネージャーが中心となり、外部
専門家や各支援機関とのネットワーク、財団が保
有する支援メニュー等を活用しながら、入居企業
が抱える課題やニーズに対してきめ細やかな支援
を行った。
　また、入居企業によるピッチイベントを開催
し、入居企業の価値拡大を図るとともに、入居ス
ペースの認知度向上にも取り組んだ。

【管理業務】
　貸館業務については、80％の稼働率という当初目標の数字
は掲げたまま、まずはコロナ禍直前の水準である70％以上を
達成すべく、引き続きWebやSNSによる情報発信、広告展開等
を実施するほか、財団主催のセミナーや事業説明会の参加者
やハブ拠点の利用者など企業とのタッチポイントを増やすこ
とで、既存の利用者のみならず、新規利用者の獲得に繋げて
いく。加えて、利用者からの要望を踏まえ、貸出備品や設備
についても適宜更新することで利便性を向上させ、施設利用
者の満足度をさらに高める。
　また、コロナ禍以降の需要変化を踏まえ、産業振興を目的
とした施設に今後必要な機能について、市とも検討を進めて
いく。
　ハブ拠点運営業務については、令和7年度に取り組んだオー
プンスペースとしての利便性向上に引き続き取り組むほか、
入居企業や支援企業に係る製品・サービス・事業を発信する
ための場としても活用していくため、部署横断で様々な展開
を検討していく。
　入居スペース運営業務については、３年間の入居期間にお
いて、事業化の達成や経営の安定化・拡大を図るため、入居
企業とコミュニケーションを取りながら、きめ細やかな伴走
支援を行っていく。
　また、令和8年度は、入居期間満了に伴う退居が続くため、
札幌市や各種支援機関等と連携して積極的な誘致に取り組ん
でいく。

【自主事業】
　自主事業である人材育成に関するセミナーにお
いては、市内中小企業等の人材の育成や確保、経
営課題の解決、新たな分野・テーマへのチャレン
ジを促すため、「人材育成セミナー（階層別研
修）」「経営課題解決セミナー（テーマ別研
修）」「創業セミナー」のカテゴリーのもと、計
74回（76日間）のセミナーを開催し、セミナー全
体を通し、受講アンケートの結果は概ね良好で、
受講者から高い満足度を得ることができた。

　次に、デザイン経営の導入に関する業務では、
経営課題の改善や商品・サービスの付加価値向上
に効果的な手法のひとつであるデザイン経営を市
内の企業に浸透させ、企業がデザイナーとの連携
を通じてブランド構築やイノベーションの創出を
目指す取組を後押しするために「デザイン活用に
向けたマッチング機会の創出及び補助金の運営」
「さっぽろデザインブリッジ」「デザイン企画展
等による情報の発信」を実施し、デザイナーと企
業が連携し、企業におけるデザイン活用による、
デザイナーの活躍機会の拡大及び企業の付加価値
向上に寄与することができた。

　スタートアップ創出に関する業務に関しては、
道内スタートアップが実際に海外展示会へ出展す
るための支援を行い、また、開催にあたり
STARTUP HOKKAIDOと連携して取り組んだ国際カン
ファレンスを通じて、地元企業がグローバルな視
点を持つきっかけづくりをしたことで、札幌・北
海道からグローバルで活躍するスタートアップを
創出・育成することに寄与した。

【自主事業】
　人材育成に関するセミナーについては、引き続き、「人材
育成セミナー」「経営課題解決セミナー」「創業セミナー」
の３つの柱に基づきセミナーを企画開催するが、時代や企業
のニーズを的確に捉えたテーマを設定し、単なる知識の習得
に留まらない、具体的行動に結びつく効果的なセミナーの実
施を目指す。
　特に、経営課題解決セミナーは単体で完結するものではな
く、相談支援や個別支援へと接続する導線を設計することが
重要であるため、「財団内各部署との連携強化」「セミナー
と個別相談会の一体的実施」「相談案件からのテーマ抽出の
高度化」「成功事例の積極的発信」をさらに推進し、セミ
ナーを「課題認識の場」から「具体的支援への入口」へと位
置付けて展開する。

　デザイン経営の導入に関する業務に関しては、さっぽろデ
ザインブリッジ等のデザイナーと企業がお互いを知り、経営
におけるデザイン活用について共に学ぶ事業を継続しつつ、
ビジネスパーソンや市民に対して、デザインの魅力や活用例
を広く周知し、デザイン活用の機運を醸成するために、様々
な手段で発信・周知を図ることが重要であることから、翌年
度は、事業と連動した展示会の実施のほか、ウエブコンテン
ツやSNS等も活用しながらデザイン産業の普及啓発につなげら
れるような仕組みづくりを強化したい。

　スタートアップ創出に関する業務については、札幌市や
STARTUP HOKKAIDOとも足並みを揃えながら、札幌・北海道の
スタートアップ・エコシステムのさらなる発展を目指して、
道内スタートアップを支援する取り組みを行っていく。
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【所管局の評価】

総合評価 改善指導・指示事項

　財団がこれまで長年にわたって複数の施設を管
理・運営し、産業振興に取り組んできた実績を活
かし、市内経済の発展に向けた事業推進におい
て、効率的かつ効果的な施設管理を行うことがで
きている。
　また利用者アンケートや入居者との密接なコ
ミュニケーション等により、総合満足度、接遇満
足度ともに高い水準を維持しているほか、社会経
済情勢の変化に伴って移ろいゆく利用者のニーズ
の把握にも努めており、本施設の設置目的を意識
した運営であると評価する。
　専属のIMを中心に、外部専門家や財団内の多岐
にわたる支援メニュー、補助金情報提供、訪問随
行、大学との連携支援など、伴走支援体制も構築
しており、入居企業の経営課題解決と付加価値向
上に大きく貢献していると認識している。
　一昨年から引き続き開催された、入居企業によ
るピッチイベントでは新たな商談創出へと繋が
り、入居企業の価値拡大に貢献したものと思われ
る。入居・卒業企業の成長が札幌市経済の底上げ
に繋がるというビジョンを掲げ、取り組みが推進
されていることは、設置目的に沿った活動である
と考える。
　全体として、令和７年度における財団の取組
は、本施設の管理・運営にあたって、本市が期待
していた水準に十分達しているものと評価する。

　貸館業務については、引き続き目標稼働率の達成に向
けて、継続利用者の確保や新規利用者の開拓に向けた取
組や広報を積極的に実施するほか、利用者のニーズや市
内他施設の状況なども的確に捉え、本施設のあり方につ
いても継続的に検討を進めること。
　ハブ拠点運営業務については、引き続き最適な活用方
法を模索し、オープンイノベーションの創出に向けた利
用者同士の交流を促進するための環境整備や効果的な仕
組みづくりの検討を続けること。
　強みである長年の経験とノウハウを、組織全体で共有
し、次世代へと確実に継承していくための計画的な人材
育成とナレッジマネジメントの強化に取り組むこと。
　入居企業との日常的なコミュニケーションを行い、各
企業に寄り添ったきめ細やかな支援を継続すること。そ
のためにも、サポートを担う財団内の職員や外部専門家
などの連携を一層強化し、支援体制の充実を図ること。
　セミナーやイベントなどの各取り組みを効果的に実施
できるよう、戦略的な企画と実施を行うとともに、実施
後は効果検証を行い、短期的な視点に留まらず、中長期
的な視点も含め今後に活かすこと。


